
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：21－031） 

 

１ パラオのウィップス大統領は、COP26 の 2 日目に演説し、「排出大国が気

候変動対策のための徹底的な行動を拒否することで、脆弱な小さな島国はいっ

そう苦しむことになるのだから、いっそ太平洋に爆弾を落としたほうが良い。

率直に言って、ゆっくりと痛みを伴う死に尊厳はない」と訴えた。また、先進

国が拠出を約束している 1000 億ドルの気候資金について、4 兆ドルに増やすよ

う求めるとともに、気候変動枠組み条約（UNFCCC）に海洋を一体化するよう求

めた。ウィップス大統領は、コロナ禍の中、COP26 の会議場までたどり着いた

太平洋のリーダー4人のうちの 1人である。 

原文 

（5th November 2021, Island Times） 

 

２ ハイネ元マーシャル諸島大統領、レメンゲサウ元パラオ大統領、トン元キ

リバス元大統領、ソポアンガ元ツバル首相、テイラー元太平洋諸島フォーラム

事務局長及びアンダーウッド元グアム大学学長ら「Pacific Elders Voice」は、

G20 の首脳に対し、世界経済を脱炭素化し、気候変動の影響を最も受ける人々

への財政的支援を提供するための「気候変動に関する新マーシャルプラン」

（new Marshall Plan for Climate Change action）にコミットするよう要請し

た。 

原文 

（2nd November 2021, PACNEWS） 

 

３ 太平洋諸島フォーラム（PIF）事務局長のヘンリー・プナ氏は、オースト

ラリアのモリソン首相が先進国グループと同様の 2050年までの炭素排出量ゼロ

目標を発表したことを歓迎した。一方、同国の 2030 年までの排出量削減目標

（2005年比26～28％の削減）は変わっておらず、プナ氏は、太平洋地域は2030

年までに 50％以上の削減を約束することを望んでいると述べた。 

原文 

（1st November 2021, PACNEWS） 

 

４ ミクロネシア連邦（FSM）では、18歳から 99歳までの成人の約 72％、45歳

から 99 歳までの 85％がワクチン完全接種を済ませている。一方、12 歳～17 歳

向けのファイザー製ワクチンは現在ヤップ州とコスラエ州のみが受け取ってい

るが、今後数週間以内にチューク州とポンペイ州も受け取る見込み。また、

FSM は米国保健福祉省から、COVID-19 治療薬 Regeneron を受け取り、各州の病

院に事前配布されてる。 

https://islandtimes.org/whipps-resorts-to-doomsday-rhetoric-in-cop26-address-to-polluters/
https://islandtimes.org/former-pacific-leaders-call-for-rapid-climate-action/
https://pina.com.fj/2021/11/01/forum-sg-welcomes-australias-net-zero-emission-target-by-2050/


原文 

（2nd November 2021, Kaselehlie Press） 

 

５ オーストラリアは、今後 5 年間の気候変動対策への資金拠出を 5 億豪ドル

増やして、20 億豪ドルにする。これは 2015 年～20 年の 2 倍の額。在フィジー

豪高等弁務官は、2 倍になることで、このうち 7 億豪ドルが太平洋のニーズを

満たすために使われるだろうと述べた。 

原文 

（5th November 2021, Island Times) 

 

https://islandtimes.org/australia-doubles-support-for-climate-action-in-developing-countries/


 

 


